
ユーザー企業様 各位

本資料に記載の内容は、国税庁・金融庁の法令運用や

当社の仕様変更に伴い、変更される可能性があります。

2026年 新免税制度導入実務セミナー
～新免税制度の店頭運用・会計処理まで～

主催：スマートテクノロジーズ＆リソーシーズ株式会社
SBペイメントサービス株式会社



本日の内容
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■第3部 免税アプリの基本操作と店頭対応
（15:20～15:40）
・基本操作（現行から大きな変更はありません）
・一時帰国日本人に関する手続き
・リファンド対象となる消費税相当額の入力
・AIレシートスキャン
・100万円以上の高額商品の取扱い
・手続完了画面でのQRコード・取引番号の提示
・店頭での免税客への説明方法
・リファンド方式の先行導入に関するご案内

■第4部 新免税制度における会計仕訳
（15:40～15:50）
・3つの必要な仕訳（免税確定時・返金時・雑益計上時）
・消費税相当額および費用の精算・振込方法

■質疑応答
（15:50～16:00）

■第1部 金融審査がまだお済みでない方へ
（15:00～15:10）
・JPRサービス利用申込書の提出
・金融審査に必要な情報・書類
・審査データの登録方法
・登録画面の入力手順
・入力時の注意点とよくある不備
・データ登録後から審査完了までの流れ
・所在確認郵便の受取りと注意点

■第2部 運用開始までの事前準備
（15:10～15:20）
・制度開始までの準備スケジュール
・金融審査完了後に必要となる手続き
・免税アプリのアップデート
・企業管理システムの設定確認
・POSレジの設定
・免税客向け店頭ツールの準備
・店舗スタッフ向けツールの準備
・スタッフへの事前説明
・テストモードを利用した操作体験

※すでに事前金融審査が完了している事業者の方は、第2部が始まる15:10からご参加ください。
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税抜き会計不要 免税梱包不要 用途判定不要 金額上限不要 物品区分不要
高額商品対応必要 リファンド送金必要

新制度の概要（おさらい）

通常生活用途の判定

消耗品上限50万

一般品消耗品の分別税抜き会計や税返金

免税梱包

一時帰国日本人の証明書保存

免税カウンター
（国内での返金渋滞）

《 不要•廃止 》

l00万円以上高額品

の個体識別情報

お店では税込み販売し

税関承認後に

消費税を返却する

《 追 加 》

ここがリファンド方式
と言われている部分



お買い物客 KIOSK（税関）免税店

国税庁システム

出国

税込で販売

出国税関による確認
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免税システム

税還付申請システム

お買い物客送金システム

免税販売データ

税関承認（免税確定）

免税販売データ

免税販売データ
税関承認データ

還付申請

税関承認（免税確定）

出国時に手続

還付対象データ

還付申請データ

免税店

手続の流れ・データの流れ

還付送金 還付送金

送金会社による海外送金
SBペイメントサービス株式会社 etc

資金移動業者 1種・2種

第1部
事前金融審査

第3部
店舗での運用

第2部
事前の準備

第4部
必要な仕訳 ①

②

③

④



第１部
海外送金サービスに伴う
事前金融審査について
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運用開始までの事前準備（全プロセス）

JPリファンドご利用申し込みから運用開始までの流れをご説明します。

第1部でご案内致します。

第2部でご案内致します。

既に、税還付システム【JPリファンド】
のお申し込みを頂いています。

*100万円超の高額送金企業様には
別途、追加手続をご案内致します。

❽店舗スタッフ・経理スタッフの教育・周知

❶JPリファンドサービス利用申込書のご提出

❷海外送金サービスのログイン情報受領（メール）

❸事前金融審査のための企業情報の登録（WEB）

❹審査完了通知の受領（メール）

❼操作マニュアル・店頭ツールの配備

❿リファンド方式スイッチON

⓫リファンド方式による運用開始

❻本人確認郵便の会社／自宅での受領（郵便）

❺本利用規約の受領と確認（メール＆WEB）

❾アプリのアップデート（1.3.2以上）
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海外送金サービスの事前金融審査

❶で提出いただいたメール宛に

送金人ID／ログインID／パスワードが記載されたPDFを送付しています。

【大切なお知らせ】免税返金サービス事前のご案内
SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp

ログイン情報通知メール

❽店舗スタッフ・経理スタッフの教育・周知

❶JPリファンドサービス利用申込書のご提出

❷海外送金サービスのログイン情報受領（メール）

❸事前金融審査のための企業情報の登録（WEB）

❹事前金融審査完了通知の受領（メール）

❼操作マニュアル・店頭ツールの配備

❿リファンド方式スイッチON

⓫リファンド方式による運用開始

❻本人確認郵便の会社／自宅での受領（郵便）

❺本利用規約の受領と確認（メール＆WEB）

❾アプリのアップデート（1.3.2以上）

海外送金サービスに伴う事前金融審査が必要です。
送金システムJPTransferにログインし、企業情報を登録してください。
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よくある質問

1 株式の25%超を持つ個人（複数人でもOK)
50%超を持つ個人がいればその人1名だけでOK。親会社が上場会社ならその法人名でOK。

融資・取引などで会社を実質支配する個人

1が該当なしの場合

3 代表者（社長）をUBOとしても登録しておく

1と2が該当なしの場合、または、該当があるか判らない場合

2

関係者とは、取引担当者・代表者・UBOの3役のこと。
同一人物が兼務しても良い。
そもそも、UBO（実質的支配者）って何？

解決しない場合はサポートセンターまでお気軽にお電話ください。

SBペイメントサービス株式会社
お客様サポートデスクメール： SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp

電話番号： 03-6853-7029 (平日10:00~16:00) 

実
質
的
支
配
者
の
定
義 いつでも訂正・更新が可能です。

mailto:SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp
mailto:SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp
mailto:SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp


実際のお問い合わせ事例

取引担当者は
誰にすべきか

代表者が兼任する場合

本人確認書類のみでOK

委任状は不要

経理担当など別の方

本人確認書類＋委任状

複数名で操作したい

「関係者を追加」で

人数分登録できます

委任状の
入手・書き方

ひな形の場所

「関係者を追加→取引

担当者」の欄下からDL

記入方法

押印があればPDFへの

文字打ち込みでも可

注意点

日付は記入日を記載

（空欄は無効）

エラーで
提出できない

まず試すこと

赤字項目を修正し

「一時保存」で確認

それでも直らない

ブラウザの翻訳機能を

OFFにして再入力

規約にチェック不可

規約を最下部まで

スクロールすると可

ログインが
できない

最多の原因

PDFからのコピー貼付で

文字が変わりエラー

対処

ID・PWは手入力で

再度お試しください

それでも不可

受付センターへ

ご連絡ください

よくある質問
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解決しない場合はサポートセンターまでお気軽にお電話ください。

SBペイメントサービス株式会社
お客様サポートデスク メール： SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp

電話番号： 03-6853-7029 (平日10:00~16:00) 

mailto:SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp
mailto:SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp
mailto:SBPSGRP-JPT@g.softbank.co.jp
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2つのeメールが届きます

❽店舗スタッフ・経理スタッフの教育・周知

❶JPリファンドサービス利用申込書のご提出

❷海外送金サービスのログイン情報受領（メール）

❸事前金融審査のための企業情報の登録（WEB）

❹金融審査完了通知の受領（メール）

❼操作マニュアル・店頭ツールの配備

❿リファンド方式スイッチON

⓫リファンド方式による運用開始

❻本人確認郵便の会社／自宅での受領（郵便）

❺本利用規約の受領と確認（メール＆WEB）

❾アプリのアップデート（1.3.2以上）

金融審査完了通知メール

本利用規約通知メール

【重要】【免税返金サービスJPTransfer】
サービス利用規約及び経済条件通知発行のお知らせ
noreply@sbps.jptrans.jp

【SBPS】事前登録完了および今後のお手続きについて
noreply@sbps.jptrans.jp

審査完了後、取引担当者様へ金融審査完了通知メールと本利用規約通知メールが
届きます。メール本文リンクからサイトにアクセスし規約同意ください。
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2つの郵便が届きます

❽店舗スタッフ・経理スタッフの教育・周知

❶JPリファンドサービス利用申込書のご提出

❷海外送金サービスのログイン情報受領（メール）

❸事前金融審査のための企業情報の登録（WEB）

❹事前金融審査完了通知の受領（メール）

❼操作マニュアル・店頭ツールの配備

❿リファンド方式スイッチON

⓫リファンド方式による運用開始

❻本人確認郵便の会社／自宅での受領（郵便）

❺本利用規約の受領と確認（メール＆WEB）

❾アプリのアップデート（1.3.2以上）

SBペイメントサービスより2件の佐川急便が
出荷されます。

郵便A: 会社宛 郵便
郵便B: 取引担当者御自宅宛 郵便

郵便A: 会社宛郵便です。必ず受取ください。

郵便B: 取引担当者様自宅宛郵便です。必ず受取ください。

✓ 郵便Bは本人しか受け取りできません。受け取り後に

即開封、同封のQRコードをカメラでスキャンして

ください。

✓ 8日以内に受取してください。

A)  貴社

B) 取引担当者

①

②

規約同意後、本人確認郵便が職場とご自宅に届きます。
必ずお受取り後、開封し、同封のQRコードをスマホでスキャンしてください。

郵便A）会社宛 郵便

郵便B）取引担当者御自宅宛 郵便



第２部
運用開始までの事前準備
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①制度開始までの準備スケジュール

13

金融審査完了後は、次の流れで利用開始までの準備を進めます。

1 審査完了通知の受領（メール）

2 本利用規約の受領・同意（メール・WEB）

3 本人確認郵便の受領（佐川便・2通）

4 操作マニュアル・店頭ツールの配備

5 店舗スタッフ／経理スタッフへの教育・周知

6 アプリのアップデート（ver1.3.2以上）

7 リファンド方式スイッチON（先行開始の場合のみ）

8 リファンド方式による運用開始

利用開始の手引き v3.0 STEP1（原本スライド2）より

11月1日より前に先行開始する場合のみ、管理画面でリファンド
方式スイッチをONにします（STEP7）。

11月1日以降は全店舗で自動的にONになります。

【参照マニュアル】リファンド方式 利用開始の手引き（v3.0）｜STEP1「お申し込みから運用開始までの流れ」｜原本スライド2



①利用開始までに店舗で準備すること
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マニュアルとツールを店頭に配備し、スタッフへの周知までを利用開始前に完了させます。

店頭ツール

免税客向けリーフレット等を各店舗に配備

備品の購入

加盟店様専用「JPrefund公式アイテム注文サイト

」から注文（https://jprefund.stores.jp/）

マニュアル

操作マニュアル・店頭ツール・教材は「マニュ

アル＆ツールダウンロードサイト」から無料で

ダウンロード（https://smartdetax.com/tool/）→ 

店頭に配備

スタッフ周知

店舗スタッフ・経理担当者への教育・周知

アプリ／システム

アプリのアップデートと企業管理システムの設

定確認（このあと③・④でご説明）

利用開始の手引き v3.0 STEP5（原本スライド6）より

【参照マニュアル】リファンド方式 利用開始の手引き（v3.0）｜STEP5「操作マニュアル・店頭ツールの配備と周知」｜原本スライド6
／ JPrefund公式アイテム注文サイト（https://jprefund.stores.jp/）



②金融審査完了後に必要となる手続き
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届くのは「1通の案内メール」と「2通の郵便」。それぞれご対応をお願いします。

STEP3 本利用規約の受領と確認（メール1通）

JPtransferにご登録の宛先に案内メールが届きます。

メール記載のリンクをクリックし、本利用規約をご確認・ご同意くださ

い。

事前に「経済条件通知書ガイド」の確認が必要です。

届くメールの差出人・件名（v3.0 STEP3・原本スライド4より）

STEP4 本人確認郵便の受領（郵便2通）

規約同意後、3日程度で職場とご自宅に、SBペイメントサービス（株）

より佐川急便が届きます。

① 法人宛て：受領をもって所在確認が完了

② 取引担当者様ご自宅宛て：ご本人しか受け取れません。開封後、同

封のQRコードをスキャンすると本人確認が完了

2通の郵便の届き先（v3.0 STEP4・原本スライド5より）

【参照マニュアル】リファンド方式 利用開始の手引き（v3.0）｜STEP3「本利用規約の受領と確認」原本スライド4 ／ STEP4「本人確
認郵便の受領（会社／担当者自宅）」原本スライド5



②手続き画面での確認ポイント
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規約同意画面（メールのリンク先／v3.0 STEP3・原本スライド4より）

2か所にチェック →「送信する」

本人確認郵便（v3.0 STEP4・原本スライド5より）

1 メールを確認

差出人 noreply@jptrans.jp／件名「[JPT]【重要】経済条件通知

およびサービス利用規約発行のお知らせ」

2 ガイドを事前確認

「経済条件通知書ガイド」を事前にご覧ください

3 2つに同意して送信

「経済条件通知書」と「サービス利用規約」の両方にチェッ

クし、「送信する」を押す

4 郵便2通を受領

会社宛ては受領のみで完了／ご自宅宛てはご本人が受け取り

、開封後にQRコードをスキャン

【参照マニュアル】リファンド方式 利用開始の手引き（v3.0）｜STEP3「本利用規約の受領と確認」原本スライド4 ／ STEP4「本人確
認郵便の受領（会社／担当者自宅）」原本スライド5



③免税アプリを最新バージョンへアップデート
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SmartDetaxアプリを常に最新バージョンに更新してください。

必要バージョン

利用開始の手引き（v3.0）記載：

ver1.3.2 以上
※対応バージョンはストアリリース済みです（本セミナー時点）。

いつまでに

リファンド方式による運用開始までに、全店舗の端末をアップデート。

11月1日より前に先行開始する店舗は、開始前のアップデートが必要です。（手

引きv3.0 STEP1・STEP7）

アップデートはお使いの端末のストア（App Store／Google Play）から行います。

バージョンの確認方法は次のページでご説明します。

アプリのダウンロード／アップデートはQRコード

からアクセス（v3.0 STEP6・原本スライド7より）

【参照マニュアル】リファンド方式 利用開始の手引き（v3.0）｜STEP6「SmartDetaxアプリのバージョンアップデート」｜原本スライド7



③アプリのバージョン確認方法
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アプリトップ画面（v3.0 STEP6・原本スライド7より）

画面最下部でバージョンを確認

1 SmartDetax アプリのトップ画面を開く

2 画面最下部の「version」表記を確認

画面例は ver1.2.16（アップデートが必要な状

態）

3 ver1.3.2未満なら、App Store／Google Play か

らアップデート

右下のQRコードからもアクセスできます

4 更新後、再度バージョン表記を確認

ストアへのQRコード

セミナー終了後、店舗の端末で ver1.3.2以上 をご確認ください

【参照マニュアル】リファンド方式 利用開始の手引き（v3.0）｜STEP6「SmartDetaxアプリのバージョンアップデート」｜原本スライド7



④企業管理システムの設定確認
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「利用開始前に、必ず全ての表示内容（記載内容）を確認ください」（マニュアル記載）

確認する画面と内容 章番号

企業情報①②

基本情報／免税店販売場情報（国税庁に送信される重

要情報）／会計レジ・レシート情報
1-3・1-4

企業情報③
（その他設定）

オフラインモード、免税手数料の表示・端数処理、商

品単価の自動計算など
1-5・1-6

POS設定

POS連動を使う場合のみ。誤った値に変更すると連動

が停止するため注意
1-8

店舗一覧

登録済み店舗の設定内容を「詳細」から確認・修正

2-4

オペレータ／デバイス

ライセンス数（利用中／上限）とデバイス認証の状態

を確認
3-2・4-1

マニュアル 1-3「企業情報①」（原本P11）

マニュアル 2-4「店舗一覧」（原本P24）

【参照マニュアル】SmartDetax企業／店舗管理システムマニュアル｜1-3〜1-6「企業情報」・1-8「POS設定」・2-4「店舗一覧」・3-2「オ
ペレータ一覧①」・4-1「デバイス一覧」



④設定確認の流れと利用開始前チェック

20

企業情報の確認

企業情報画面（マニュアル 1-3「企業情報①」原本P11より）

1 企業管理 ＞ 企業情報 を開く

2 表示内容をすべて確認

変更不可の項目はサポートセ

ンターへ

3 最下部の「更新」で保存

記入・変更したら押し忘れに

注意

修正したら必ず「更新」

リファンド方式スイッチの切り替え

11月1日を待たずに先行開始する店舗は、該当店舗のスイッチを【リファ

ンド方式】に変更。先行開始しない場合は従来方式のままでOK（11/1に

自動的に切替）。

1 管理画面 ＞ 店舗管理 ＞「店舗一覧」メニューを押下

2 先行導入したい店舗を選択し「詳細」ボタンを押下

3 リファンド方式スイッチを【リファンド方式】に切り替え

利用開始の手引き v3.0 STEP7（原本スライド8）より

利用開始前にこの4点を確認

① 手続きの完了（規約同意・本人確認） ② アプリが ver1.3.2以上 ③ 企業管理システムの設定確認 ④ 店舗の運用準備完了

【参照マニュアル】SmartDetax企業／店舗管理システムマニュアル｜1-3「企業情報①」（原本P11） ／ リファンド方式 利用開始の
手引き（v3.0）｜STEP7「リファンド方式スイッチON（先行開始の場合）」｜原本スライド8



⑤ POSレジの設定

21

POSデータ連動機能を使う場合のみ利用する情報です。
・企業管理システム＞企業管理＞POS設定にて自社のPOSサーバーに関する情報を設定してください。

＊誤った値に変更するとPOSデータ連携が作動しなくなりますので、ご注意ください

＊POS連動しない場合は設定不要です。

【参照マニュアル】企業管理システム利用マニュアル・店舗管理システム利用マニュアル | 企業管理システム＞企業管理＞POS設定
|原本スライド14



⑥免税客向け店頭ツールの準備
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リーフレット

【参照マニュアル】リーフレット、ショップカード、アクリルPOP、ステッカー

リーフレット、ショップカード、アクリルPOP、ステッカーを用意しています。データは無償提供しており、自社で印刷
するほか、ツール注文サイトから有償で注文することも可能です。

ツール印刷注文サイト
https://jprefund.stores.jp/

ステッカー アクリルPOPショップカード

＊観光庁の公式ページにも旅行客向けのリーフレットをご用意しております。ご参考ください
https://www.mlit.go.jp/kankocho/tax-free/page01_000001_00021.html

https://jprefund.stores.jp/


⑦店舗スタッフ向けツールの準備

23

接客マニュアル（原本スライド1より）

【参照マニュアル】接客ガイド

接客手順の統一や案内漏れの防止、旅行者への分かりやすい説明に役立ちます

お客様への「指差し案内シート」（原本スライド2より）



⑧スタッフへの事前説明
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新免税制度の概要やアプリ操作、店舗オペレーションについて確認できる資料を配布します。あわせて、実務セミナーへの
参加またはセミナー動画の視聴を通じて、店舗スタッフが事前に必要な内容を確認できるよう準備しています。

【参照マニュアル】アプリ操作マニュアル 簡易版 / 2026年新免税制度 ツール・資料一式 https://smartdetax.com/tool/

資料の共有 | アプリ操作マニュアル 簡易版

・リファンド方式の概要

・店頭での免税手続きの流れ

パスポート登録、購入登録→データ送信→リファンド手続き案内

・新免税制度に伴うアプリ操作における各種変更点

＊アプリ操作動画も公開予定

実務セミナーへのご参加・動画の視聴

・事前金融審査について

・本番までに必要な事前準備について

・店舗オペレーションやアプリ操作について

・仕分けについて

店舗での免税手続きの流れ(アプリ操作マニュアル
簡易版 P3より

実務セミナー資料 (2026年新免税制度 ツール・
資料一式より）



⑨テストモードを利用した操作体験
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アプリの設定画面で「練習モード」を有効にすることで、実際の操作画面を使いながら免税手続きの流れを事前に練習でき
ます。

【参照マニュアル】企業管理システム利用マニュアル・店舗管理システム利用マニュアル | 企業管理システム＞企業管理＞POS設定
|原本スライド14



第３部
免税アプリの基本操作と店頭対応
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店舗オペレーションの流れ

【税込み価格で販売】

税込みで販売する以外は現行制度と変わりません。

免税手続きは今まで通り行ってください。

税込金額で販売
+

免税手続き

税込み価格で販売

物品区分不要／免税梱包不要／50万円上限不要／用途制限不要
27



店舗オペレーションの流れ

【リファンド方式のご案内】

新制度（リファンド方法）をご案内ください。

免税カウンターをご案内するのと同じイメージです。

取引が特定できる情報の発行。通常レシートでもOK。
ペーパーレスも可能。

自社レジや店頭業務フローに応じてお選び下さい。

下記のいずれかをお渡しください

•QRコード/バーコード

•取引番号

•既存レシート

•領収書リーフレットデータは

当社でご用意します。
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お客様の流れ

【出国時の税関承認】

旅行者は出国税関でチェックを受けます。

税関端末にて旅券を提示。時には税関職員による目視検査も。

税関承認

29



お客様の流れ

【返金プロセスが自動的に進行】

税関承認（グリーン判定）後、自動的に税還付返金が実行されます。

店舗や本社でのシステム操作は不要。

全自動で税還付が進行します。

税関承認
国税庁

サーバー

免税システム

SmartDetax

サーバー

税還付システム

JPrefund

サーバー

免税購入者

30



免税アプリの操作に大きな変更はありません。

31

新免税制度後の操作

【変更箇所】
①購入記録の入力時に、消費税額が必要となる

②便利機能としてAIレシートスキャン機能が実装された

③一時帰国日本人の対応方法が変更となる

・証明書の保存が不要 ・マイナンバーが追加

④単価100万円以上のアイテムは商品特徴情報の入力が必要となる

⑤アプリ完了画面でリファンド情報を表示し旅行者へ提示する



32

①消費税額の入力

購入記録情報の入力画面にて、消費税額の入力が必要です。

レシート記載の消費税額
8%税、10%税を入力してください。
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②AIレシートスキャン（新機能）

AIレシートスキャンを活用すれば、購入記録の手入力作業は不要になります。

AIカメラボタンを
クリック

レシートをスキャン レシート明細が
自動表示



③一時帰国の日本の対応方法

「証明書の種類」を選択
• 海外在留証明
• 戸籍附表
• マイナンバーカード

カレンダーより国外転出日を入力

・証明書のスキャンが不要になります。
・有効な証明書として、マイナンバーが追加されます。
・証明書に記載の国外転出日を入力して下さい。

34



④単価100万円以上の高額商品

税抜単価100万円以上

1単価100万円以上の商品を販売する場合は商品特徴情報の入力が必要。
シリアルナンバーの入力は任意でよい。

35

単価100万円以上のアイテムは

• シリアルナンバー（あれば）
• 商品特徴情報（必須入力）
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⑤サンキュー画面（リファンド手続への誘導）

アプリ操作の完了画面に、お客様がリファンド申請をする際に必要な情報が表示されます。
お客様に提示してください。この情報がないとお客様はリファンド申請ができません。

20桁の取引番号（トランザクションID)
をお渡ししてください。

QRコードを提示し、
お客様のスマホカメラでスキャ
ンしていただいてください。

このページ全体をカメラ撮影し
ていただいてもOKです。



37

参考：免税客による税還付申請（JPリファンド）

お客様は、リファンド情報を使って、自身でリファンド申請を行います。
リファンド申請は、税還付システム【JPリファンド】サイトを通じて行われます。

コードで登録 取引番号で登録 日付・金額で登録 購入履歴が表示



© 2026 Smart Technologies & Resources Inc. All Rights Reserved.

7 リファンド情報のご案内（変更点）

店舗スタッフ様が前項のリファンド情報をお渡しできなかった場合、
お客様は領収書やレシートを使ってリファンド申請することも可能です。
ただし、本項は補助的な手段であり、原則は前項の運用を行ってください。

＋
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チェックアウト時のご案内（おさらい）

下記の①～④の手続きを行ってください。



40

指さし案内シート



通常生活用途の判定

消耗品上限50万

一般品消耗品の分別税抜き会計や税返金

免税梱包

一時帰国日本人の証明書保存

免税カウンター
（国内での返金渋滞）

《不要•廃止》

l00万円超高額品の

個体識別情報

税関承認後に

オンライン税還付

《追加》

41

先行導入に関するご案内

2026年11月新免税制度の内容は以下の通りです。



①税込み価格で販
売

②出国税関で免税承
認

③消費税を還付返
金

42

免税品購入者 KIOSK（税関）免税店

旅券の提示
購入品の提示

免税販売管理システム（国税庁）

免税承認 免税承認

免税販売データの送信 出国税関による確認

出国

預かり消費税の還付返金

税込で販売

クレジットカード、ペイ、
銀行送金、キャッシュピックアップ

現金返金カウンターなど

先行導入に関するご案内



第４部
仕訳について

43



TAX FREE SHOP powered by Smart Detax

　会計処理の全体像0-1

0-1 会計処理の全体像

販売、税関承認（又は否認）、返金実施（又は不実施）と段階が進みます。

販売
税関
承認

税関
否認

返金

返金
不実施

現金 33,000 課税売上 30,000

仮受消費税 3,000

課税売上 30,000 免税売上 30,000

仮受消費税 3,000 未払金 3,000

1 2

3

4

5

1

2

3

仕訳なし（課税売上のまま処理）

販売

税関承認

税関否認

4 返金

未払金 3,000 現金 3,000

5 返金不実施

未払金 3,000 雑益 3,000

支払手数料 300 現金 300

購入日から200日経過後

会計処理フローチャート 各段階における仕訳イメージ

税関でRed判定（免税不成立）
or

購入日から90日経過後

仕訳に使用する画面

税関承認集計 税還付金額集計

雑益額集計

44



　【販売時】　1-1

1-1 【販売時】

販売時は、通常通りの会計処理をしていただきます。

販売
税関承認

税関否認

返金

返金不実施

45



　【税関承認時】　画面概要2-1

2-1 【税関承認時】 画面概要
販売

税関承認

税関否認

返金

返金不実施

使用画面

画面概要

販売管理＞税関承認額集計

税関承認が行われた販売データを税関承認日を基準に集計する

課税売上 1,373,220 免税売上 1,373,220

仮受消費税 134,050 未払金 134,050

仕訳の考え方
税関で免税販売として承認されたため、課税売上を免税売上に、仮受消費税を未払金に振り替
え

仕訳の実例

46



　【税関承認時】　項目の定義2-2

2-2 【税関承認時】 項目の定義
販売

税関承認

税関否認

返金

返金不実施

項目名 定義・内容

税関承認日 集計期間（月次・週次・日次を切替可能）を指定
税関承認日を基準に集計（※販売日ではない点に留意）

店舗名 集計を行う店舗（店舗単位/全店舗）

承認件数 指定期間において税関承認された販売件数

客数 指定期間において税関承認された購入客数

承認税込合計（免税売上） 指定期間において税関承認された税込販売額の合計

承認税込合計8% 指定期間において税関承認された税込販売額のうち税率8%の合計

承認税込合計10% 指定期間において税関承認された税込販売額のうち税率10%の合計

承認税抜合計（免税売上） 指定期間において税関承認された税抜販売額の合計

承認税抜抜合計8% 指定期間において税関承認された税抜販売額のうち税率8%の合計

承認税抜抜合計10% 指定期間において税関承認された税抜販売額のうち税率10%の合計

免除された消費税 指定期間において税関承認された販売の消費税合計

47



　【税関否認時】　仕訳不要3-1

3-1 【税関否認時】 仕訳不要

税関否認時は会計処理は不要です。

販売
税関承認

税関否認

返金

返金不実施

48



　【返金時】　返金原資の精算方法4-1

4-1 【返金時】 返金原資の精算方法
販売

税関承認

税関否認

返金

返金不実施

49

旅行者への還付金の精算方法には、前払い方式と後払い方式の二種類ございます。
※銀行送金（WISE送金）は、前払い方式のみ

免税店 旅行者

⚫ 前払い方式は、免税店から送金会社への送金原資
の振り込みを以て、旅行者への送金を行う方法で
す。

商品購入 税関承認 還付申請 入金案内 入金確認 送金実行

送金会社

商品購入 税関承認 還付申請 送金処理 送金実行 精算

前払い方式 後払い方式

⚫ 後払い方式は、送金会社から旅行者への送金を実
行後、免税店と送金会社との間で送金原資の精算
を行う方法です。

免税店 旅行者送金会社

入金 送金
21

21 1 2

送金

1

入金

2



　【返金時】　会計処理4-2

4-2 【返金時】 会計処理
販売

税関承認

税関否認

返金

返金不実施

仕訳方法 送金会社から送付される請求書を以て仕訳を実施いただきます

未払金 15,300 現金 15,300

仕訳の考え方 預り消費税（未払金）を返金するため、未払金を現金で精算する

仕訳の実例

50

請求・送金サイクル

前
払
い
方
式

後
払
い
方
式

当月末 翌月末

月末迄に
還付申請を

受けた分

月末迄に
送金実行

した分

入
金
案
内
書
発
行

入
金

5営業日 月末

請
求
書
発
行

支
払

5営業日 月末

請求書イメージ

前払い方式の場合、入金案内書を待たずにお支払いいただくことも可能
です。
お支払いいただいた分を原資に還付申請の早い順に送金を実行します。

送
金
実
行



　【返金時】　画面概要4-3

4-3 【返金時】 画面概要
販売

税関承認

税関否認

返金

返金不実施

使用画面

画面概要

販売管理＞税還付金額集計

税関承認が行われた販売記録のうち免税客が還付申請を行い、免税客に還付が必要な金額を集計

仕訳の考え方 預り消費税（未払金）を返金するため、未払金を現金で精算する

仕訳の実例

51

ご利用の支払方法（後払方式又は先払方式）によって画面表示が変わる予定です

実際の仕訳は、送金会社から送付される請求書を以て行ってください（前頁参照）



　【返金時】　項目の定義4-4

4-4 【返金時】 項目の定義
販売

税関承認

税関否認

返金

返金不実施

項目名 定義・内容

日付 集計期間（月次・週次・日次を切替可能）を指定
購入客による税還付申請日を基準に集計（※販売日ではない点に留意）

店舗名 集計を行う店舗（店舗単位/全店舗）

税還付金額合計 指定期間において購入客から税還付申請を受けた金額の合計
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　【返金不実施時】　画面概要5-1

5-1 【返金不実施時】 画面概要
販売

税関承認

税関否認

返金

返金不実施

使用画面

画面概要

販売管理＞雑益額集計

返金不実施時（購入から200日以内に購入客が還付申請を行わなかった場合）に発生する雑益を集計

未払金 382,838 雑益 382,838

支払手数料等 8,653 現金 8,653

仕訳の考え方 税関で免税販売として承認されたため、課税売上を免税売上に、仮受消費税を未払金に振り替え

仕訳の実例
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本日はご清聴ありがとうございました。
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http://ai.smartdetax.com/

スマホカメラでアクセス！
カスタマーサポート

AIエージェント
ご活用ください

ご質問・ご不明点は下記までお問い合わせください。

スマートテクノロジーズ&リソーシーズ株式会社

【お手続について／新免税制度対策サポートデスク】

免税システム【スマートデタックス】カスタマーサポートセンター
・AIによるサポート https://ai.smartdetax.com/4f6wfJz (365日／24時間)
・メール jprefund@smartdetax.com   (365日／24時間)
・本部様サポート 050-8896-1190 （平日／10-17時）
・店舗様サポート 050-8882-6886  （365日／9-22時）

http://ai.smartdetax.com/4d6TZxh
https://ai.smartdetax.com/4f6wfJz
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